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これまでの原子力利用に関する取り組み

• 新規制基準の策定（2013年7月）
• 厳格な規制の判断基準が明確に定められた

• 安全研究の推進について（2013年9月）
• 原子力規制委員会が中長期的、計画的に取り組むための方針

• 原子力安全人材育成の基本方針を策定（2014	年4月）
• 原子力規制委員会が中長期的、計画的に取り組むための方針

• エネルギー基本計画を策定（2014年4月）
• 原子力エネルギーの位置付けが明確となった

• 原子力の自主的・継続的な安全性向上に向けた提言（2014年5月）
• 電気事業者の安全に対する取組み方針と具体的活動計画が提示された

• 原子力の自主的安全性向上の取組の改善に向けた提言（2015年5月）
• 電気事業者の安全確保活動の取組み実績を確認

• 産学官で取り組む安全・技術・人材に関するロードマップを提示

• 原子力人材育成作業部会設置（2015年7月）
• エネルギー基本計画の求める原子力技術・人材を維持・発展のための政策検討

• エネルギー需給見通し（2015年7月）
• 原子力エネルギー利用の定量的目安が定められた
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原子力利用の課題の整理

原子力規制委員会

• 規制基準
• 安全研究
• 規制人材

国（METI,	MEXT）
• エネルギー政策
• 自主的安全向上
• 安全・技術・人材ロードマップ

学協会

• 安全・技術・人材ロードマップ
• 人材育成
• 民間規格

産業界

• 自主的安全向上
• 民間規格
• 安全研究・技術開発

人材育成

安全研究

規格基準

国際活動

国民・社会との対話
国際社会との対話・交渉 3



もういちど原子力の原点を認識
昭和30年12月19日制定、平成26年6月13日改正

• 目的
• 第一条 この法律は、原子力の研究、開発及び利用（以下
「原子力利用」という。）を推進することによつて、将来におけ
るエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを
図り、もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄
与することを目的とする。

• 基本方針
• 第二条 原子力利用は、平和の目的に限り、安全の確保を
旨として、民主的な運営の下に、自主的にこれを行うものと
し、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする。

• ２ 前項の安全の確保については、確立された国際的な基
準を踏まえ、国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保
全並びに我が国の安全保障に資することを目的として、行う
ものとする。
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福島第一事故の教訓
東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調）報告書

• 事故の根本原因は、意思決定や行動が誤った合理性に
拠っていたという組織的、事故は“Manmade”である

• 東京電力には“organizational	problems”があった
• 規制の専門性の欠如は“regulatory	 capture”の状態をもた
らした

• 事業者は規制が安全の“final	responsibility”をとるとみなし、
“ultimate	responsibility	”を果たさなかった

• 原子力安全の法律や規制は”stopgap	 measures”であり、最
新の国際的知見が反映されなかった

• 電力産業界、政府と規制機関の組織、運営プロセスを抜本
改革し、”insular	attitude”を払拭すべき
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福島第一事故、その後

• これまでの取り組み
• 厳格な規制を確立すること
• 原子力発電を利用すること
• それが持続的であるための活動
• 事故の教訓に応える直接的方策

• 不足していること
• 原子力の幅広い役割の認識
• 国際的視点をどのように持つか
• 公衆の安全と国の安全
• 基盤となる全体最適なインフラを構築する視点
• 事故の教訓に応える根本的方策
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原子力に関する国と自治体への信頼
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●原子力に対する信頼（国・自治体）

問12-1．原子力に関して、あなたは国や自治体を信頼できると思いますか。（○は１つだけ）

＊12年11月までの質問文は「原子力の安全管理や規制は国や自治体によって行なわれています。あなたは、国や自治体を信頼できると思いますか。」

原子力について、国や自治体の信頼を聞いたところ、信頼できる（「信頼できる」+「どちらかといえば信頼できる」）とい
う回答は8.0％であるのに対し、信頼できない（「信頼できない」+「どちらかといえば信頼できない」）という回答は
47.2％。また、「どちらともいえない」という回答が44.6％。前回までの参考データと比べて、大きな変動はない（やや信
頼できない側に変化しているようにも見えるが、文言が変わっているため正確な比較は難しい）。
年代別にみると、10代では信頼できないとする回答がやや少ない。
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出典:	http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu.html



8

●原子力に対する信頼（国・自治体）

問12-2．あなたが、問12-1でそう答えた理由は何ですか。あてはまるものをすべてお選びください。
（○はいくつでも）

全体
信頼
できる

どちらとも
いえない

信頼
できない

Ｎ→ 1200 96 535 567

専門的な知識を持っているから 6.8 56.3 4.3 0.7

専門的な知識が不足しているから 22.4 4.2 20.0 27.9

偏った見方をしているから 19.1 2.1 10.8 29.6

公平な見方をしているから 3.0 18.8 1.9 1.4

正直に話しているから 1.7 10.4 1.1 0.7

正直には話していないから 41.2 2.1 27.1 61.2

私たちのことを配慮しているから 3.3 24.0 2.8 0.2

私たちのことには配慮していないから 21.0 1.0 11.2 33.7

私たちと考え方が似ているから 0.5 3.1 0.2 0.4

私たちとは考え方が違うから 11.3 - 9.2 15.2

熱意をもって、原子力に携わっているから 3.1 30.2 0.9 0.5

熱意が感じられないから 16.5 - 11.0 24.5

管理体制や安全対策ができているから 2.0 16.7 0.7 0.7

管理体制や安全対策が不足しているから 43.7 1.0 33.6 60.5

情報公開ができているから 1.5 8.3 1.3 0.5

情報公開が不足しているから 56.3 5.2 49.9 71.1

信頼したいから 6.8 53.1 4.7 0.9

信頼したくないから 5.8 - 2.6 9.7

国や自治体は営利目的ではないから 2.6 9.4 2.1 1.9

自分たちの利益優先に感じるから 25.7 - 13.8 41.3

その他 3.0 2.1 4.7 1.6

国や自治体を信頼できるかどうか

信頼できるか、できないかに関する理由について聞いている。
「信頼できる」とする回答者については、「専門的な知識を持っているから」「信頼したいから」が多く、「熱意をもって、
原子力に携わっているから」「私たちのことを配慮しているから」と続く。
一方、「信頼できない」とする回答者については、「情報公開が不足しているから」「管理体制や安全対策が不足してい
るから」「正直には話していないから」が多く、「自分たちの利益優先に感じるから」「私たちのことには配慮していない
から」「偏った見方をしているから」「専門的な知識が不足しているから」「熱意が感じられないから」と続く。
「どちらともいえない」とする回答者は、「情報公開が不足しているから」「管理体制や安全対策が不足しているから」
「正直には話していないから」「専門的な知識が不足しているから」のポイントが高く、「信頼できない」とする回答者と類
似の項目を選択することが多いことがわかる。
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信頼されないから信頼されるに変
わるために
u専門的知識
u国民に配慮
u熱意をもって

信頼されない要因
u正直でない
u管理体制や安全対策 
u情報公開不足
u自分たちの利益優先

信頼される要因
u専門的知識
u国民に配慮
u熱意をもって

出典:	
http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/t
yousakenkyu.htmlをもとに作成



原子力利用に関する世論調査
原子力発電は必要か？
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2007

2008

2010

2011

2012

2013

Yes

Likely	yes

Uncertain

Likely	No	

No

No	answer

source:	http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu.htmlをもとに作成
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原子力エネルギーの意義
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Yes
50%

No
16%

Others
34%

原子力発電がないと

電気料金があがる

Yes
73%

No
3%

Others
24%

エネルギー安定供給に多

様なエネルギー源が必要

Yes
78%

No
2%

Others
20%

国産のエネルギーを増や

すことは重要である

Yes
44%

No
10%

Others
46%

化石資源を使い切ること

やオイルショックが心配

Yes
34%

No
24%

Others
42%

原子力発電がなくても日

本は経済的に発展できる

Yes
33%

No
16%

Others
51%

原子力発電は発電の際

に二酸化炭素を出さない

出典:	http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu.htmlをもとに作成



原子力は必要か
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Yes
25%

No
36%

Others
39%

原子力発電は

必要である

Yes
21%

No
36%

Others
43%

原子力発電は

有益である

Yes
38%

No
17%

Others
45%

原子力の利用は

暮らしの中で役に立つ

Yes
56%

No
6%

Others
38%

医療、工業、農業等にお

ける放射線利用は必要

Yes
16%

No
42%

Others
42%

今後、原子力を利用して

いくべきである

Yes
39%

No
19%

Others
42%

今後、原子力発電を廃止

すべきである

出典:	http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu.htmlをもとに作成
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原子力やエネルギーに関する情
報について、信頼する人や組織

●原子力に対する信頼（情報発信者）

問16．あなたは、原子力やエネルギーに関する情報について、どのような人や組織の発言を信頼しますか。
次の中からあてはまるものをすべてお選びください。（○はいくつでも）

全体 N=1200

政府関係者

専門家（大学教員・研究者）

評論家（キャスターなども含む）

原子力関係者
（電力会社・メーカー）

自治体職員

財団法人、社団法人などの
公益法人

国際原子力機関（IAEA）、
経済協力開発機構（OECD）などの国際機関

小・中・高等学校の教員

テレビ・ラジオなどのアナウンサー

新聞・雑誌などの記者

政治家

非営利組織（NPO）

オピニオンリーダー（身近な知識人）

知人や友人

家族や親戚

その他

あてはまるものはない

情報源の信頼としては、「専門家（大学教員・研究者）」（53.9％）が突出して多く、次いで「国際原子力機関、経済協力開
発機構などの国際機関」（25.8％）である。「あてはまるものはない」という回答も25.3％ある。
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専門家、国際機
関を信頼する

12

出典:	
http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/
tyousakenkyu.html



原子力やエネルギーに関して信
頼する情報源(メディア)

●原子力に対する信頼（メディア）

問15．あなたは、原子力やエネルギーに関する情報源（メディア）として、何を信頼しますか。

次の中からあてはまるものをすべてお選びください。（○はいくつでも）
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ࠄ
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全体 (Ｎ=1200) 47.0 57.2 13.8 7.3   5.5   6.6   1.9   2.0   0.8   29.2 

男性 (n=592) 48.1 54.6 19.4 8.4   7.1   7.6   1.5   1.2   0.3   28.7 

女性 (n=608) 45.9 59.7 8.2   6.3   3.9   5.6   2.3   2.8   1.2   29.6 

10代 (n=72) 26.4 50.0 12.5 4.2   4.2   5.6   13.9 -    -    27.8 

20代 (n=156) 19.9 40.4 17.3 1.3   -    7.1   3.8   1.3   0.6   43.6 

30代 (n=203) 39.4 59.6 22.2 5.9   5.4   5.9   1.5   2.0   0.5   26.1 

40代 (n=205) 47.8 50.2 15.1 7.8   5.9   4.9   2.0   2.0   0.5   36.6 

50代 (n=186) 49.5 59.7 12.9 6.5   5.9   4.8   -    0.5   0.5   31.7 

60代 (n=218) 62.4 66.5 11.0 10.1 6.4   7.8   -    2.3   0.5   18.8 

70代 (n=160) 67.5 66.9 3.1   13.1 9.4   10.0 -    5.0   2.5   21.3 

子どもあり (n=731) 42.7 56.5 17.0 6.4   4.7   5.9   2.7   1.5   0.5   30.2 

子どもなし (n=352) 56.0 60.2 8.2   10.2 7.7   8.0   0.6   2.8   0.9   25.9 

原発立地県 (n=240) 47.9 57.9 10.0 7.9   6.3   7.5   1.3   1.7   1.3   27.9 

原発非立地県 (n=960) 46.8 57.0 14.7 7.2   5.3   6.4   2.1   2.1   0.6   29.5 (%)
＊網掛けは全体値より５ポイント以上高いセグメントを示す
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新聞

テレビ

インターネット

ラジオ

雑誌

本・パンフレット

学校

博物館・展示館
・ＰＲ施設

その他

特にない／わからない

情報源（メディア）の信頼としては、「テレビ」（57.2％）「新聞」（47.0％）が高い。「特にない／わからない」という回答
（29.2％）も多い。
「新聞」に対する信頼は、10代～20代で低い。
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新聞、テレビか
ら情報を得る
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出典:	
http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/
tyousakenkyu.html



社会とうまく対話をするために
良い原子力と悪い原子力？

• 国民から信頼されるために
• 専門的知識があり、
• 国民のために（原子力基本法）、
• 熱意をもって、接する

• 原子力は必要だが、原子力発電所は要らない
• 原子力発電がなくてもなんとかやっていけるから・・・

• 原子力についての情報
• 専門家、国際機関を信頼する
• 新聞やテレビから情報を得る

• 専門性と国際性を備えた人が、国民のことを第一に考え熱
意を持って、マスメディアを通じて情報を発信

• 原子力の応用先は広いが、ベースラインは共通 14



Le	Blayais事故の予兆事象分析

• ブライエ発電所の事故を想定して、条件付き炉心損
傷確率を評価

• 原子炉建物への浸水、B2階のすべての設備の損傷を仮定する
• 外部電源が8時間にわたって喪失すると仮定

•評価結果
• BWR3	(福島第一1号機と同型） 0.15%

• 高圧注入系損傷、炉心スプレイ、格納容器スプレイ失敗
• 非常用ディーゼル発電機、低圧注入系は健全

• BWR4	（福島第一2-5号機と同型） 3.5%
• 炉心スプレイ、残留熱除去、高圧注入、隔離時冷却系失敗
• 非常用ディーゼル発電機、低圧注入系は健全

Source:	Accident	Sequence	Precursor	Assessment,	JNES/SAE07-058,	JNES	Report,	April	2007
JNES:	Japan	Nuclear	Energy	Safety	Organization 15

タービン建屋への浸水
電気設備の機能喪失



1号機の非常用復水器の隔離機能

16http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/info/12051001-e.html

MOV1	,	MOV4
交流電源

MOV2	,	MOV3
直流電源

直流電源喪失時
フェイルセーフ
（1号機）

フェールアズイズ
（2-6号機のRCIC）

MOV2

MOV3

MOV1

MOV4



安全意識、技術力、対話力

• 津波に襲われた場合の検討よりも、「襲われるか、襲われないか」の議
論の方が強かった

• 福島沖で大きな津波が起きる可能性は低いという思い込み⇒まだ考える
時間はあるのではないか

• 2008年の耐震バックチェック：15m
• もしも福島第一原子力発電所が6m以下の高さに設置されていたら・・早
急に対応するには中途半端な高さだった

• それに対する満足のいくような対策としては15mの防潮堤設計くらいしか
当時は考えつきませんでした

• 今、合格点であるということを主張することはとても難しいのですが、そ
れを伝える力がなかったらものごとは進まない

• Energy	for	the	Future誌、2014年3号
17



福島第一と福島第二の津波評価
あまりに時間をかけすぎた

• 土木学会が津波評価技術の報告書を発行（2002年）
• スマトラ沖地震、津波（2004年）
• 原子力安全員会が耐震設計審査指針の改訂（2006年）

• 随伴事象として津波と地滑りを記載
• 残余のリスクの評価を推奨

• 日本原子力学会が地震リスク評価標準を発行（2007年）
• 新潟中越沖地震（2007年）
• 津波の専門家が津波リスクについて警鐘を鳴らす（2008年）

18

Unit Tsunami Height 〔m〕
設置許可
（チリ津波）

2002年
土木学会津波評価技術

2008 
耐震バックチェック

March 11th, 2011
東日本大震災

1F 1-6 3.1 5.7 10.2 (15.7)
(最大値)

13.1 (15.5)
(最大値)

2F1-4 3.7 5.2 － 9.1



求められる原子人材

• ル・ブライエの事象から学び、活かせる人材
• 1号機と、2-6号機の設計思想の違いを気にかける人材
• 安全意識、技術力、対話力のある人材
• 国会事故調の指摘に応える人材

• 経産省が人材確保（安全、技術、廃炉）の重要性を唱えている
• 規制庁が規制人材の育成を掲げた
• 文部科学省が原子力政策のための人材育成の検討を開始した

• 人材にもとめられる経験・知見、見識は何か
• 人材育成に組織の壁は関係ない
• Know	why	/	Questioning	attitude、専門性・熱意・使命感・国際性
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研究炉が稼働していないことの問題

•共同利用が実施できない
•炉物理実験教育が実施できない
•原子炉工学応用実験が実施できない
•原子力安全教育が実施できない
•学生が現場を知らない
• ・・・・・・

•原子力を利用しようとする国に、研究炉すらなくて
良いのか・・・

20



教育・研究炉に関連する問題

•教員の負担の増加
•規制強化への対応が困難（経費、人員）
•競争的資金は施設の維持管理に利用できない
•教育と競争的資金は趣旨が合致しない
•受講生の旅費が確保できない
•参加学生の基礎知識の格差拡大
•大学のカリキュラムとの整合性
•研究炉の安定した運営が困難

21原子力科学技術委員会 原子力人材育成業部会（第3回、平成27年10月20日）の資料を参考にした



日本の原子力利用の基盤

• これらの指摘は、研究炉の規制や、研究炉の老朽
化などより、もっと本質的な問題をはらんでいる

•研究炉は、原子力利用の技術基盤の典型問題と
して広義に捉えるべき、例えば：

• 熱流動 /	SA試験施設 /	大型振動台
• 臨界実験装置
• シミュレータ
• 加速器
• 照射施設
• 中性子源
• 人材育成

22
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12. PROBABILISTIC RISK ASSESSMENT

Background

Probabilistic risk assessment (PRA) is an
essential technology for the U.S. Nuclear
Regulatory Commission (NRC). The use of
risk information in the regulatory process for
operating reactors is well-established.
PRAs are being used to inform design
decisions for new reactors and will be used
in future regulatory oversight of those
designs. Risk significance evaluations for
emergent issues provide an important
perspective to inform NRC policies,
priorities, and regulatory decisions. The
proposed transition to a more fully 
integrated risk management regulatory
framework will increase reliance on risk 
information throughout all elements of NRC
decisionmaking. The NRC must have
state-of-the-art PRA capabilities to support
these regulatory functions.

In its 2012 report to the Commission on the
review and evaluation of the NRC Safety
Research Program (NUREG-1635, Vol. 10),
the Advisory Committee on Reactor
Safeguards (ACRS) noted that much of the
recent research work in this area has
focused on applications of existing PRA
models and data to support the reactor
oversight process for the current reactor
fleet. Extensions of PRA scope and the
development of new methods have not
been priorities. That emphasis continues to
guide much of the current PRA research
and planned activities. Technical issues 
and challenges identified during the
development of a full-scope Level 3 PRA for
a multi-unit operating reactor site will
provide an important stimulus and focus for
needed extensions of risk assessment
methods and modeling practices.

Current Research Activities

The Division of Risk Analysis of the Office of
Nuclear Regulatory Research (RES) has
adopted a goal-oriented framework to
organize its research programs. The four
fundamental program goals are:

(1) Support the Reactor Oversight and
Operating Experience Programs

(2) Remove obstacles to implementation of
risk-informed regulation

(3) Expand PRA infrastructure to
encompass new and advanced reactor
concepts and designs

(4) Support continuous advancement in
PRA state-of-the-art and
state-of-practice

USNRCの包括的リスク評価研究

•米国NRCの考え方
• 炉心損傷防止(CDF)
• 著しい炉心損傷防止
• 格納容器損傷防止
(CFF)

• 大規模な放出・拡散防
止(LERF)

• それらを確認するため
の性能目標とリスク評
価の考え方の整理

23

安全目標
健康影響
土地汚染

性能目標

性能目標

性能目標

NUREG-1635 Vol.11, Dec. 2014



State-of-the-Art	Reactor	
Consequence	Analyses	
(SOARCA)	

• シビアアクシデントの再分析（オ
フサイト影響のBE評価）

• シビアアクシデントの知識体系
を構築

• シビアアクシデント時に現実的に
どのようなことが起きるのか

• 25年間の研究を集大成し、最
新のプラントシステム解析を行
い、事業者が実施した重要なプ
ラントの安全性の向上と改善で、
NRCの従前の解析に反映され
ていなかったものを考慮する

• システムの改善、訓練と緊急手順、
オフサイト緊急対応

• 最新のセキュリティ関連事象によ
る改善

24
http://www.nrc.gov/about-nrc/regulatory/research/soar.html

放出防止

炉心損傷

放出緩和

外部放出

緊急時対応

健康影響



日本の安全研究〜何が必要？

• 安全研究の戦略
• 戦略なき安全研究は支持されない

• 安全研究と組織・枠組み
• 安全研究成果は国内外の資産

• 安全研究のリソースの確保
• 意思と制度が必要

• 最新の知見をキャッチアップする仕組み
• 国内外の研究、経験をフォローすることは重要
• その活用をリードする人材、活用の仕組み

• 国際標準構築に主体的に関わること
• 知見の進展と、人材の育成に役に立つ
• 国際的な人的・技術的資源を活用できる

25



原子力利用の課題への取組み

原子力規制委員会

公衆の防護と環境の保全

国（エネルギー政策）

エネルギー資源の確保

学協会

学術の進歩

産業界

産業の振興

原子力委員会

人類社会の福祉

国民生活の水準向上
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原子力委員会に期待すること

• 日本の原子力利用方針を踏まえ、これまでの活動を俯瞰的に捉え、統
括的に整合性ある方向性と政策を提示するとともに、それらの活動が
適切かつ着実に行われるよう、主導性を発揮し、監視する機能を期待
する

• 原子力に関する国民の声を冷静に分析し、それらに応えるために、全
体最適を実現すべく社会に対して積極的に発信すること、それにより
国民に真に信頼される専門性と国際性を備える組織として存在感を発
揮することを期待する

• 長期的視点に立ち、日本の原子力技術基盤を維持・発展させるための
政策提言を行うこと、特に人材（人的基盤）と安全研究（安全基盤） 、規
格基準（知識基盤）については全体調整を実現する司令塔としての役
割を期待する

• 原子力利用における国際的連携の枠組みにおいて、中核となるワンス
トップ組織として、国際協調、新興国支援、国際知見の我が国への反
映を総合的視点を持ってリードすることを期待する
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